様式第２号（第７条関係）
事業計画書

１　申請者の概要

	申請者の名称
	

	代表者の役職・氏名
	

	所在地
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	ＨＰアドレス
	

	担当者氏名
	

	担当者e-mailアドレス
	


２  事業の実施期間
※交付決定前に事業に着手している場合は開始予定日を開始日と、事業が完了している場合は完了予定日を完了日とすること。

　　開始予定日：　　　　年　　月　　日（うち当年度：　　　年　　月　　日）
完了予定日：　　　　年　　月　　日（うち当年度：　　　年　　月　　日）
３　事業計画

　（１）事業の概要
	①補助対象事業
	□新規構築事業
□改修事業（既存ページＵＲＬ：）
□販売促進事業

	②現時点での取扱事業者、取扱商品及び市内産品の数（改修事業又は販売促進事業の場合）
	商品提供事業者数　　　　　　　事業者
取扱商品数　　（うち市内産品　　商品）
※取扱商品一覧（様式第３号）を添付

	③新規構築若しくは改修をするＥＣサイト又は販売促進事業の内容
	

	④ＥＣサイト制作又は販売促進活動事業の委託先
	

	⑤事業の実施（予定）期間（販売促進事業の場合）
	


（２）補助対象事業の背景と事業実施の目的
（３）補助対象事業実施後の将来ビジョン

（４）期待される効果及び指標とする目標値の設定
　ア　期待される効果　※補助対象事業の実施により得られる効果を記入すること。
　イ　指標となる目標値
	項目
	現在値
	目標値

	ＥＣサイトの取扱事業者数
	
	

	ＥＣサイトの取扱商品数
	
	

	ＥＣサイトの市内産品の取扱数
	
	

	ＥＣサイトの市内産品の割合
	
	

	ＥＣサイトの直近３箇月売上高
	
	


　　※新規構築の場合は、現在値に０を記入すること。
　ウ　事業効果を高めるための取組　※事業実施に当たっての工夫等を記入すること。
（５）商品取扱事業者における実店舗の概要
	事業者（店舗）の名称
	事業者（店舗）の所在地
	主な取扱商品

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


　※行は必要に応じ、追加・削除すること。
（６）他の補助金等の交付実績（他から類似の支援を受け、又は受けた場合に記入。）

　　・補助金等の名称

    ・交付（予定）者

　　・補助金（申請）額

　　・交付（予定）年月日
４　経費及び資金計画
 （１） 収入の部（資金調達内訳）

	経費区分
	金　　額
	調　達　先
	備　　　　考

	補 助 金
	
	
	

	自己資金
	
	
	

	借 入 金
	
	
	

	そ の 他
	
	
	

	合　　計
	㋐（※１）
	
	


           　　　　　　　　　　　　　　             　     　　　　（単位：円）　

（２）支出の部
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	補助対象事業に要する経費（※２）（※５）
	補助対象経費（※３）（※５）
	左の負担区分
	備考

	
	
	市補助金申請額（※４）（※５）
	自己負担額
	

	㋐（※１）
	㋑（※１）
	㋒
	㋓(㋐-㋒)
	


（３）経費の明細

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費の内容
	補助対象事業に要する経費（※２）
	補助対象外経費
	補助対象経費

（※３）
	積算根拠

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合計
	㋐（※１）
	
	㋑（※１）
	


　※行は必要に応じ、追加・削除すること。


※１　(1)収入の部の「㋐」と(2)支出の部の「㋐」、(3)経費の明細の「㋐」が一致すること。(2)支出の部の「㋑」と(3)経費の明細の「㋑」が一致すること。


※２　「補助対象事業に要する経費」欄には、当該事業を遂行するのに必要な経費を記入すること。金額については、見積書、価格表等による正確な金額を記入すること。


※３　「補助対象経費」欄には、「補助対象事業に要する経費」のうち補助金の交付の対象となる経費について、消費税額及び地方消費税額を控除した金額を記入すること。


※４　「市補助金申請額」欄には、補助対象経費に別表に掲げる補助率を乗じて得た金額の範囲内の金額を記入すること（補助限度額の範囲内に限る。）。また、別記様式第１号の補助申請額に同じ金額を転記すること。


※５　経費については、千円未満を切り捨てず、円単位まで記入すること。ただし、市補助金申請額は、千円未満を切り捨てた額を記入すること。


※６　ＥＣサイト改修事業及びＥＣサイト販売促進事業において、補助金の交付が複数年度にわたる場合は、申請年度ごとに積算すること。








